1． 企業の社会的責任の本質

　企業の社会的責任とは「企業が自己に対する環境主体の諸期待に応えることを自発的に自己の責任とし、それによって、制度としての自己の存在を万全にすること」であり、その本質は「自発的行為による正当性の獲得」にある。ここに「正当性」とは、企業の行動が正義にかなうものとして社会に受容されることを指す。

　企業とは「財やサービスを継続的に提供することを通じて利潤を獲得することを目的とする事業体」である。

　企業は、生業・家業といった個人企業の段階から、複数の人々の信頼関係を基礎とする人的企業へ発展し、さらに株式会社制度の導入により資本的企業へと発展する。株式会社においては成長とともに株式所有が分散化し「所有と経営の分離」が進行する。所有と経営が分離した企業においては、出資者が企業の支配者の地位から後退し、代わって、非所有者である専門経営者が経営の実権を握る。彼らは、出資者を含むさまざまなステークホルダーの利害を調整しながら経営を行い、企業の長期的存続を確保しようとする。このように、制度化された存在としての企業観に立てる、企業の存続していくために、さまざまな環境主体からの期待に自発的に対応して社会的責任を遂行していくことは不可欠と考えられる。

2． 企業の社会的責任の内容

　第１に求められるのが「法的責任」であることは当然である。社会的存在としての企業は、当然のことながら社会に存在するさまざまな法的規制に従うことを求められ、これに違反した場合は何らかの制裁が科される。その意味で法的責任は社会から強制される責任であるが、企業はむしろこの責任を能動的に遂行することにより合法性を確保しなければならない。

　第２は「経済的責任」であり、社会が必要とする財やサービスを生産・販売することにより利潤を獲得することは、営利的な経済単位としての企業の本質的な機能である。合法的な経済行為を通じて利潤を獲得することは企業の存在意義に関わる本質的責任であり、これを放棄して他の社会的責任を遂行することは企業の自己否定につながる。

　第３は「強制的責任」であり、社会的制度としての企業が「良き企業市民」として、支配的な社会規範や、関係者の合意度の高い期待に対応する責任である。

　第４は「社会貢献」であり、企業や経営者の大幅な自発性・裁量により、社会からの期待を先取りして発揮される責任であり、「フィランソロピー」と呼ばれる人間愛に基づいた社会貢献活動、「メセナ」と呼ばれる芸術・文化支援活動などがこれに相当する。

3． 日本における企業の社会的責任の実践

①社会的に有用な財・サービスを安全性に十分配慮して開発・提供する

②政治・行政と健全かつ正常な関係を保つ

③企業情報を積極的かつ公正に開示する

④環境問題に自主的・積極的に取り組む

⑤「良き企業市民」として積極的に社会貢献活動を行う

⑥従業員のゆとりと豊かさを実現し、安全で働きやすい環境を確保する

⑦反社会的勢力および団体とは断固として対決する

⑧海外の文化や慣習を尊重し、現地の発展に貢献する経営を行う

⑨経営トップは憲章の周知徹底と社内体制の整備を行う

⑩憲章に反する事態が発生した時には、経営トップ自らが問題解決にあたり、自らを含めて厳正な処分を行う

4． 環境マネジメントシステム

　環境に対する企業の対応は、発生した郊外や環境汚染に対する事後的・個別的対応から始まり、各種環境規制に対する消極的対応の段階を経て、環境保全に対する積極的・主体的・戦略的対応へと変化してきている。このような企業の環境意識・行動の変化をもたらす要因として次のような要因を挙げることができる。

1 地球環境問題の深刻化。

2 各種環境規制の整備。

3 環境保護団体などの運動。

4 グリーン・コンシューマリズム。

5 グリーン調達。

⑥社会責任投資。

　このように、企業にとっていまや環境問題への対応は、単なるリスク対応やイメージアップの問題ではなく、競争的観点・戦略的観点から取り組むべき課題となっている。そのためには、全体的な環境マネジメントシステムの確立が不可欠である。

